
様式１（小・中）

【小学校・中学校・義務教育学校用】

令和７年度学校評価 結果・学校関係者評価

中間評価 ５　最終評価

（１）共通評価項目

評価項目 取組内容
成果指標

（数値目標）
進捗度
（評価）

進捗状況と見通し
達成度
（評価）

実施結果 評価 意見や提言

●学力の向上

○授業内での「主体
的・対話的で深い学
び」の充実を目指した
授業改善を推進する。

○１単元のうち、６割以上の
授業で対話活動（学び合
い、話合い等）を実施してい
る教師の割合を８割以上に
する。

・授業内でのグループ活動や話し合いを増やし、生
徒同士の学び合いを促進する。
・ICTを活用した授業を積極的に導入し、授業の
内容理解を深める。
・小テストや授業振り返り、アンケート等を定期的に
実施し、生徒の理解度を把握し、指導に反映させ
る。

B

・生徒・保護者の評価は9割前後と高く、授業改善の効果が
表れている。
・教員アンケートでは対話活動の実施が77.3％と目標の8割
に届かず、ICT活用も課題が残る。
・今後は授業研究や工夫の共有を進め、年度末の目標達成
を目指す。 A

・生徒・保護者アンケートでは、対話的な学習や
ICT活用による理解について9割前後の高い評
価が得られており、授業改善の成果が表れてい
る。
・教員アンケートにおいても、対話活動の実施率は
90％を超え、目標値を上回る結果となった。
・一方、ICT活用については取組に差が見られる
ため、今後は授業実践の共有を進め、さらなる質
の向上を図っていく。

A

・対話活動の充実により、最終評価で生徒・保護
者・教員全層の肯定率が9割を超えた点は高く評
価できる。今後は「主体的・対話的で深い学び」
の目的を再定義し、授業改善が学力向上に直結
する仕組み作りが求められる。ICT活用を推進し
つつ、・生徒の本音を引き出す環境を整え、学び
合いを通じたコミュニケーション能力の育成を重
視されたい。また、県平均との比較やテスト結果の
変容を可視化し、成果を具体的に検証することを
提言する。

・学力向上対策Co
・研究主任

●生徒が、自他の生
命を尊重する心、他者
への思いやりや社会
性、倫理観や正義感、
感動する心など、豊か
な心を身に付ける教育
活動

○道徳に関するアンケートに
おいて、学んだことを生活の
中で実践していると答えた生
徒の割合を７５％以上にす
る。

・人権集会や人権放送を実施する。
・道徳や人権に関する授業について、学級便りなど
で保護者に知らせる。

A

・生徒の9割以上が道徳で学んだことを生活に生かせてお
り、目標を大きく上回っている。
・保護者・教員からの評価も9割前後と高く、豊かな心を育む
教育活動が着実に成果を上げている。
・今後も人権学習や道徳授業を通じて継続し、学校生活全体
で実践力をさらに高めていく。 A

・生徒の9割以上が、道徳で学んだことを日常生
活に生かしていると回答し、目標値を大きく上回っ
た。
・保護者・教員からの評価も高く、人権集会や道
徳授業を中心とした取組は、豊かな心の育成に
着実な成果を上げている。
・今後も道徳・人権教育を学校生活全体に位置
付け、実践力の向上を図っていく。

A

・道徳で学んだ内容を生徒の9割以上が日常生
活に生かしている点は極めて高く評価できる。地
域での清々しい挨拶や素直な姿勢は本校の美徳
であり、今後も継続した人権教育の推進を期待し
たい。一方で、生徒が内に悩みを抱えやすい側面
も推察されるため、ＩＣＴの活用等も視野に入れつ
つ、生徒が本心を出し合える安心感のある環境
づくりを提言する。自己肯定感を高め、更なる人
権意識の向上に努められたい。

・道徳教育推進教師
・人権･同和教育担当者

●いじめの早期発見、
早期対応に向けた取
組の充実

○いじめに関して、早期発
見、早期対応を組織的に
行っていると感じる教員の割
合を９０％以上にする。
〇いじめ対応について、生
徒、保護者の９０％以上が教
職員は迅速な対応をしている
と評価する。

・生徒の様子や「生活と学習の記録」、「心と体の
アンケート」から、問題の早期発見に努める。
・教育相談やＱ-Ｕテストを活用して早期発見、早
期対応を図る。
・ＳＣと連携を図り、構成的エンカウンター等の授業
を実施する。
・生活アンケートの結果を全職員で共有する。

A

・生徒・保護者ともに9割以上が迅速な対応を実感しており、
教員からも100％近い高評価が得られている。
・成果指標はすべて達成しており、早期発見・早期対応の取
組は定着している。
・今後も情報共有と連携を徹底し、未然防止の視点も含めて
継続的に強化していく。 B

・教員アンケートでは、いじめの早期発見・早期対
応が組織的に行われているとの評価が高く、体制
は定着している。
・生徒の評価も9割以上と高水準を維持している
が、保護者の評価はやや低下(91.６％から
85.9%)している。
・今後は、取組や対応状況をより丁寧に発信し、
家庭の安心感向上につなげていく。

B

・いじめへの組織的対応や、生徒の高い理解度は
評価できるが、保護者の肯定的評価が85.9%に
留まった点は今後の課題である。特に潜在化しや
すいSNSいじめへの不安に対し、道徳教育と連
動した未然防止策の強化が求められる。今後は
学校・家庭が連携した情報モラル指導を徹底し、
事案の早期発見・早期対応に努められたい。保
護者への啓発活動を一層充実させ、学校全体で
安心・安全な環境を構築することを提言する。

・生徒指導主事
・教育相談担当
・各学年主任

●児童生徒が夢や目
標を持ち、その実現に
向けて意欲的に取り
組もうとするための教
育活動。

●「先生はあなたのよいとこ
ろを認めてくれていると思
う」と回答した児童生徒８
０％以上
●「将来の夢や目標を持っ
ている」について肯定的な回
答をした生徒８０％以上

・学級活動や学校行事を通して、生徒一人ひとり
の良い点や可能性を見つけ、評価する（褒める）取
組を意識して行う。
・高校調べや職業調べ、進路学習等を行う際に、
各自の将来を考える視野を広げさせる。

B

・生徒の8割以上が「夢や目標を持っている」と回答しており、
数値目標を達成した。
・教員からの取組評価も高く、進路学習や学校行事での取組
は定着している。
・一方、子どもが学校の教育活動を通して「夢や目標を持つ
ようになった」と回答した保護者評価は7割程度にとどまり、家
庭からの実感がやや低い。
・今後は、生徒の取組や成長の様子を学級通信や懇談等で
積極的に共有し、家庭と連携しながら意欲をさらに高めてい
く。

B

・生徒の8割以上が、夢や目標を持ち、教員から
認められていると感じており、数値目標を達成し
た。
・学級活動や行事、進路学習を通した取組は定着
している。
・一方、保護者は、「将来の夢や目標を持つように
なったと思う」の回答が75.5％で十分とは言え
ず、今後は生徒の成長を家庭に伝える工夫を進
めていく。

B

・生徒の8割以上が目標を持ち、教師による生徒
の良いところの受容を実感している点は高く評価
できる。今後は「進学」をゴールとせず、将来の夢
を実現するための「キャリア教育」の充実が求め
られる。特に、保護者が人生の理解者として適切
に導けるよう、学校側からの情報発信や啓発活動
を強化されたい。家庭での対話を促し、生徒が広
い視野で進路を選択できる環境を整え、自己肯
定感を更に高める取り組みを推進することを提言
する。

・各学年主任
・進学主任
・進路指導主事

◎自己肯定感、自己
有用感を育み、自らの
将来を主体的に創造
するための教育活動

◎自己肯定感、自己有用感
を感じる生徒の割合を８０％
以上にする。
（心と体のアンケートより「将
来に希望が持てない。」、「自
分のことが好きになれな
い。」の２項目から成果をみ
る）

・生徒会活動や係活動、授業での人前で発言や活
動する場を設ける。
・生徒の学校生活の場において、役割を与え、朝
の会や帰りの会などで個人を評価する場を設けて
自己有用感を高める。

B

・教員が学校生活の様々な場面で自己肯定感や自己有用感
を高めるための取組を行った（90.5%）結果、生徒
（81.8%）・保護者（88.6%）と肯定的評価が得られており、
自己肯定感や自己有用感を高める取組は概ね成果を上げて
いる。
・一方、生徒の「人前で発表・活動の機会がある」との回答は
74.2％にとどまり、改善の余地がある。
・今後は授業や行事での発表機会をさらに増やし、全ての生
徒が自信と役割を実感できるようにしていく。 A

・生徒の回答で、「役割を果たしている」
(86.6%)「人前で発表する機会がある」(81%)
と大きく向上しており、生徒会活動や係活動、授
業での発表機会の充実が成果として表れてい
る。職員の自己肯定感を高める取組への意識も
向上しており、学校全体で生徒一人ひとりを認
め、伸ばそうとする姿勢が定着している。
・心と体のアンケートでは、「将来に希望が持てな
い」「自分のことが好きになれない」の2項目にあ
てはまらないと回答した生徒はそれぞれ85.3％、
88.6％であり、いずれも目標値である80％を上
回った。今後も、生徒の良さを認める指導を継続
し、自己肯定感・自己有用感のさらなる定着を
図っていく。

A

・生徒一人一人を認め伸ばす指導が定着し、自
己肯定感を高める授業等の取り組みは高く評価
できる。今後は「失敗を恐れず挑戦できる雰囲
気」を更に醸成し、自分の考えを他者に伝える対
話力の向上に注力されたい。また、褒める指導を
基盤としつつ、助言や失敗を糧に立ち直る「心の
強さ」の育成も重要である。家庭とも連携し、自己
有用感を育む教育活動を継続することを提言す
る。

・教務主任
・進学主任
・進路指導主事
・ボランティア

●健康・体つくり

●望ましい食習慣と食
の自己管理能力の育
成

●「健康に良い食事をしてい
る」と考える生徒の割合を８
０％以上にする。
●毎日、朝食をとっている生
徒の割合を９０％以上にす
る。

・食事の役割を理解し、バランスの取れた食事がと
れるように、保健だよりなどで、保護者に啓発活動
を行う。
・生徒会活動を通して、朝食の大切さや食事につ
いての新聞発行を行い、生徒自らの健康への意識
を高めさせる。

A

・生徒・保護者のいずれからも9割を超える肯定的評価が得
られ、健康的な食習慣や朝食の定着が成果として表れてい
る。
・教員の指導面も8割を超えており、取組は安定して実施され
ている。
・今後も啓発活動や生徒会活動を継続し、全生徒が望ましい
食習慣を身につけられるよう取り組んでいく。

A

・生徒・保護者アンケートでは、健康に良い食事や
朝食の定着について、いずれも9割を超える肯定
的評価が得られ、数値目標を達成した。
・保健だよりによる啓発や、生徒会活動を通した取
組により、生徒の健康への意識が高まっている。
・教員の指導面においても8割を超える評価が得
られており、取組は安定して実施されている。
・今後も、家庭と連携した啓発活動や生徒主体の
取組を継続し、望ましい食習慣の定着を図ってい
く。

A

・食育指導が奏功し、食事の定着率が9割に達し
た点は高く評価できる。今後は朝食欠食者10％
の解消に向け、家庭への啓発を一層強化し、学
校と連携した健康管理体制を構築されたい。特
に、食に対する意識変容を一時的なものとせず、
生涯の健康を支える基盤として定着させることが
重要である。出席率の維持を含め、心身ともに健
やかな生活習慣の確立に向けた継続的な支援を
提言する。

・保健主事
・栄養教諭
・食育推進担当者

●業務効率化の推進
と時間外在校等時間
の削減

●教育委員会規則に掲げる
時間外在校等時間の上限を
遵守する。
●年間２０日の年次休暇の
うち、職員1人当たりの年次
休暇の取得日数１４日以上
〇校務DXを通して以前より
働きやすさを実感した教職員
の割合８０％以上

・業務内容のデータ化、共有化を進め、保護者へ
のアンケートをフォーム等デジタルの活用を推進す
る。
・毎週水曜日の定時退勤の推進に取り組む。
・校務DXに関する有意義な情報を職員に積極的
に伝え、学期に1度、ミニ研修会を実施する。

B

・校務DXの活用については85％の教員が効果を実感してお
り、業務効率化は進んでいる。
・一方で、日々の業務改善や定時退勤の意識については半数
程度にとどまり、課題がある。
・今後は生成AIなども利用し、校務DXをさらに推進すると同
時に、全職員のワークライフバランス意識を高め、時間外勤務
の削減と休暇取得促進をさらに進める。 B

・校務DXの推進により、85%の教職員が業務の
効率化や働きやすさを実感している。
・一方、定時退勤や日常的な業務改善の意識に
はばらつきが見られ、時間外在校等時間の削減
や休暇取得の面では課題が残る。【時間外在校
時間：４～７月平均 67時間、９～12月平均 59時
間／年休取得日数平均 約11日、14日以上取
得者：5人】
・今後は、校務DXのさらなる活用と合わせ、業務
の優先順位の見直しや意識改革を進め、ワークラ
イフバランスの向上を図っていく。

B

・時間外在校時間の抑制や年休取得促進など、
教職員の多忙化解消に向けた具体的な改善が
急務である。校時程の見直しを含め、校務DXの
活用による業務効率化を推進するとともに、教職
員一人一人のタイムマネジメントに対する意識改
革を強く促されたい。心身の健康維持が教育の
質向上に直結することを再認識し、学校組織とし
て「休める環境づくり」と「積極的な年休消化」を
強力に展開することを提言する。

・管理職

○家庭・PTA・地域と
連携した「開かれた学
校づくり」のための工
夫・改善。

○学校行事、授業参観、そし
てPTA行事への保護者の参
加率50％以上

・各種便り、メール、ホームページやメディア等を活
用して、家庭への連絡や情報の発信・提供に努め
る。

B

・保護者の9割以上が学校からの情報発信を評価しており、
「開かれた学校づくり」は着実に進んでいる。
・一方で、教員側では取組を十分にできていると感じる割合
が6割台にとどまり、実施状況に差がある。
・今後は、教員が無理なく情報発信に関わり、より開かれた学
校づくりを推進していく。

B

・ふれあい道徳授業参観参加率は、52%(141
名)、合唱コンクール参加率は、63%(170名)で、
目標の50％はクリアした。
・各種便りやメール等を活用した情報発信により、
保護者からは高い評価が得られており、「開かれ
た学校づくり」は一定の成果を上げている。
・一方、教員の取組意識には差が見られ、十分に
発信できていると感じる割合は6割程度にとどまっ
ている。
・今後は、教員の負担軽減を図りながら、全体で
情報発信に関われる体制づくりを進めていく。

B

・高い出席率や学校だより等による定期的な情報
発信は評価できるが、家庭環境による協力体制の
差や、学校での様子が見えにくいことへの不安が
課題である。今後は、クラスの活動状況や生徒の
様子をよりきめ細やかに共有し、保護者との信頼
関係を深める工夫が求められる。学校・家庭双方
向の対話を重視し、家庭での親子会話を促し、開
かれた学校づくりに努めるなど、保護者と共に生
徒を育む連携体制の更なる強化を提言する。

・管理職

●特別支援教育の
充実

○特別支援教育に関
する教員の意識の向
上

○特別支援教育に関する理
解が深まったと考える教職員
80％以上

・特別支援教育に関する研修会を実施する。
・ケース会議の開催、関係者間での情報共有す
る。
・小中連携による移行支援会議（R８年度入学）を
実施する。

A

・教員の9割近くが研修やケース会議を通じて理解が深まっ
たと回答しており、目標を達成している。
・特別支援教育に関する意識向上は着実に進んでいる。
・今後も小中連携による移行支援会議などを継続し、すべて
の教職員が実践的に理解を深められるようにしていく。

A

・特別支援教育に関する研修会やケース会議を
通して、全職員が理解が深まったと回答し、数値
目標を達成した。
・関係者間での情報共有や、小中連携による移行
支援会議の実施により、共通理解の形成が進ん
でいる。
・今後も研修や連携を継続し、全教職員が実践的
な支援力を高められるよう取組を進めていく。

A

・小中連携の深化やケース会議による多角的な情
報共有が進み、教員の理解も深まっている点は高
く評価できる。今後は、支援会議の更なる充実を
図るとともに、共生社会の実現に向け、全生徒が
互いを尊重し合う教育を一層推進されたい。ま
た、個別の配慮が教員の負担超過とならぬよう体
制を整えつつ、一人一人のニーズに応じたきめ細
やかな支援と、小学校からの中断のない支援体
制の継続を提言する。

・特別支援教育Co

（２）本年度重点的に取り組む独自評価項目

評価項目 重点取組内容 成果指標
（数値目標）

進捗
度

進捗状況と見通し
達成
度

実施結果 評価 意見や提言

○不登校対策の充
実

○多様なスタッフと協
働を通した早期対応、
未然防止、教室復帰
への支援の充実

・養護、すずらん、あさがお、
SC、不登校対応支援員、相
談員と連携して取り組んだと
答える職員の割合を１００％
にする。
・「心と体のアンケート」の結
果を活用した職員の割合を
１００％にする。
・Q-Uテスト「要支援群」に
入る生徒数を2回目までに減
らす。

・養護、すずらん、あさがお、SC、不登校対応支援
員、相談員との情報交換を密に行う。
・年に２回、教育相談週間を設定し、相談する時間
を確保をする。
・毎月「心と体のアンケート」を取り、結果を活用
し、不登校の未然防止を目指す。
・年に２回Q-Uテストを実施、分析する。
・定期的に教育相談部会を開く。

B

・教員の連携体制は確立しており、早期対応の仕組みは着実
に機能している。
・「わたしは、学校生活が楽しいと思う」と肯定的に回答した
生徒は96.6%で高い数値であった。
・保護者の安心感については、引き続き取組の強化が求めら
れる。
・今後は情報共有をさらに充実させ、未然防止と復帰支援の
一層の推進を図る。

B

・養護教諭やSC、不登校対応支援員等と連携し
た体制が確立しており、早期対応の仕組みは着
実に機能している。
・「学校生活が楽しい」と肯定的に回答した生徒
は92.6%で高い割合を維持しており、安心できる
学校づくりが進んでいる。
・「QUテスト」や「心と体のアンケート」の結果を
踏まえ、不登校の未然防止に努めているは、
77.8%から89.5%に上昇し、不登校の未然防止
に対する教職員の意識が高まってきていることが
うかがえる。
・不登校生徒数は２０名で依然として多いため、
学校と家庭間での情報共有を一層充実させ、未
然防止と教室復帰への支援を継続的に推進して
いく。

B

・「学校が楽しい」と回答する生徒が9割を超える
一方、不登校生徒数が20名と依然多い状況には
注視が必要である。今後は各種調査やアンケート
の多角的な分析により、個々の不登校要因を早
期に特定し、外部機関と連携した専門的な支援を
強化されたい。組織的な未然防止策を徹底すると
ともに、教室復帰や別室登校など、生徒の状況に
合わせた多様な居場所づくりと、改善状況の継
続的な検証を提言する。

・通級指導教育担当者
・教育相談担当者
・養護
・生徒指導主事

●･･･県共通　○･･･学校独自　◎･･･志と誇りを高める教育

５　総合評価・
　　次年度への展望

① 学力の向上と授業改善の深化：主体的・対話的で深い学びを意識した授業改善が進み、生徒・保護者・教員の評価はいずれも高水準となり、学習活動の質的向上が見られた。今後は、これまで同様の普段の授業における対話活動の充実や長期休業中での個別最適な学習（ICTを活用した弱点補強学習）を実施し、基礎学力の定着
と学力差の縮小を図るとともに、生徒一人ひとりの学ぶ意欲をさらに高めていく。
②心の教育と安心できる学校づくりの充実：道徳・人権教育やいじめ防止の取組は定着し、生徒の思いやりや自己肯定感の向上につながっている。不登校対策においても、早期対応の体制は整ってきていることから、次年度は未然防止の視点をより重視し、保護者との連携を密にして、安心感の向上を図っていく。
③不登校対策と家庭・関係機関との連携強化：多様なスタッフとの連携やアンケート・テストの活用により、早期把握・早期対応の仕組みは着実に機能している。一方で、家庭との連携の重要性が引き続き課題であることから、次年度は教育相談の充実や情報共有の工夫を通して、家庭と協力した支援体制をさらに強化していく。
④地域とともにある学校づくりと生徒の自己有用感の向上：地域との連携や情報発信については一定の成果が見られ、生徒が活躍する場も広がっている。今後も、体験活動や生徒主体の取組を行うことで、自己有用感や社会性を育み、地域とともに成長する学校づくりを推進していく。

達成度（評価）
 Ａ：十分達成できている
 Ｂ：おおむね達成できている
 Ｃ：やや不十分である
 Ｄ：不十分である

主な担当者重点取組
具体的取組

中間評価 最終評価 学校関係者評価

１　前年度
　　評価結果の概要

①学力の向上：家庭学習の定着を目指し、自主学習ノートやタブレット端末を活用した授業改善が進められたが、目標には届かなかった。学校運営協議会からは、基礎学力の低下や学力格差を懸念する意見があり、さらなる指導の充実が求められた。次年度は、協働的な学びの場の拡充と家庭学習習慣の定着を強化し、生徒の学力向上
を図るとともに、学ぶ意欲を高める支援を推進する。
② 心の教育と地域とともにある学校づくり：道徳教育の充実や生徒指導部会の取組が評価され、心の教育の推進が進んだ。いじめ防止や自己肯定感の向上に向けた取組も一定の成果を上げたが、さらなる未然防止策が必要との指摘があった。
③不登校対策の拡充：今年度も「心と体のアンケート」やQ-Uテストを活用し、生徒の状況を可視化しながら教育相談を充実させた。学校運営協議会の意見では、ケース会議やスクールカウンセラーとの連携が一定の成果を上げているものの、不登校対策には家庭環境の影響も大きいため、家庭との連携強化が必要との指摘があった。次
年度は、相談しやすい環境の整備に加え、保護者との協力体制を強化し、早期対応の精度を高める。
④地域との連携については評価が高く、地域の協力を活かした活動の重要性が確認された。次年度は、生徒の主体的な活動の場を増やし、自己有用感の向上を図るとともに、地域と連携した体験活動の充実を目指す。

２　学校教育目標 「心豊かに　ともに　伸びる」

３　本年度の重点目標
①　学力の向上　　　　　　　  ②心の教育の推進
③　不登校対策の拡充　　　④地域とともにある学校づくりの推進

学校名 嬉野市立塩田中学校

４　重点取組内容・成果指標

重点取組
具体的取組

●業務改善・教職
員の働き方改革の
推進

●心の教育

主な担当者
中間評価 最終評価 学校関係者評価


